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入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年 12 月 24 日
契約責任者 中日本高速道路株式会社

金沢支社長 片岡 慎一
◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 17
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 北陸自動車道 敦賀管内舗装補修
工事（2020年度）（電子入札（郵送入札）対象
案件）
 工事場所
自) 滋賀県長浜市木之本町
至) 福井県南条郡南越前町
自) 福井県小浜市府中
至) 福井県敦賀市高野
 工事内容 本工事は、北陸自動車道 木之
本ＩＣ～今庄ＩＣ間および舞鶴若狭自動車道
小浜ＩＣ～敦賀ＪＣＴ間の舗装補修工事を
行うものである。
 工事概算数量
切削オーバーレイ工･･････････約22万
床版防水工･･････････････････約19千
伸縮装置取替工･･････････････約170m
剛性防護柵設置･･････････････約08km

 工期 契約締結日の翌日から900日間
 使用する資機材 アスファルト混合物 約
46000ｔ
 週休２日制モデル工事 本工事は、週休２
日を前提とした工事費及び工期を確保した
「週休２日制モデル工事（発注者指定方式）」
である。工事期間内において週休２日を達成
した場合は、工事成績評定において加点評価
の対象とする工事である。
 本工事は、すべての入札参加者から単価表
の提出を求める工事である。
 本工事は、総合評価提案資料を求め、価格
と価格以外との要素を総合的に評価して落札
者を決定する総合評価落札方式の適用工事で
ある。
 本工事は、資料の提出・入札を電子入札シ
ステム又は郵送で行う対象工事であり、当社
ホームページに掲載の電子入札（郵送入札）
運用マニュアルを適用する。なお、電子入札
によりがたいものは、電子入札（郵送入札）

運用マニュアルに基づき、契約責任者に紙入
札方式参加届出書（様式１）を提出して郵送
による紙入札方式によることができる。
 本工事の契約の締結は電子契約による。た
だし、外国の企業で日本国内における商業登
記が未登記により電子証明書を取得できない
場合はこの限りではない。（詳細は入札（見積）
者に対する指示書を参照）
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の適用工事であ
る。なお、入札時に施工方法等の提案を行い、
その提案が採用された場合には、採用された
提案に対する再度の提案は受け付けない。
 本工事は、競争参加資格において「配置予
定の技術者等」の配置基準を設けず、契約締
結後の設置要件とする工事である。
 契約制限価格を上回った場合の取り扱い
本工事の競争入札では、見積協議方式を適用
する。見積協議方式とは、全ての入札参加者
の入札価格が契約制限価格を上回った場合
に、総合評価点の最も高い者などの特定の１
者を協議相手として選定し、会社の設計価格
の算出方法と協議の相手から提出された入札
価格の算出方法との相違点を確認するための
協議を行った上で相手の入札価格で契約を締
結した後、工事施工中に施工実態を調査し、
協議で確認対象となった項目との差異を確認
し、差異のあった項目について契約変更を実
施する方式をいう。
 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「特
例監理技術者」という。）の配置は認めない。

２ 競争参加資格 当該工事に係る競争に参加す
る者に必要な資格を有する者は、次に掲げる条
件をすべて満足し、かつ、金沢支社長による当
該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格が
あると認められた者とする。
 「中日本高速道路株式会社契約規則」（中日
本高速道路株式会社規程第25号）第11条の規
定に該当しない者であること。
 単体の場合 「平成31･32年度中日本高
速道路株式会社工事競争参加有資格者」の
うち、当該資格の認定の際に算定された経
営事項評価点数が1200点以上の舗装工事
を有している者（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続き開
始の申立てがなされている者については、
手続き開始の決定後、当社が別に定める手
続に基づく工事競争参加資格の再認定を受
けていること。再認定を受けたものにあっ
ては、当該再認定の際に、経営事項評価点
数が1200点以上（舗装工事）であること。
以下同じ。）であること。
 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合 「平成31・32年度中日本高速道
路株式会社工事競争参加有資格者」のうち、
当該資格の認定の際に算定された経営事項
評価点数が1200点以上の舗装工事を有し
ている者の２者で構成された共同企業体
（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続き開始の申立てがな
されている者については、手続き開始の決
定後、当社が別に定める手続に基づく工事
競争参加資格の再認定を受けていること。
再認定を受けたものにあっては、当該再認
定の際に、経営事項評価点数が1200点以
上（舗装工事）であること。以下同じ。）で
あること。また、経常建設共同企業体、協
業組合及び事業協同組合は、特定建設工事
共同企業体の構成員となれないものとす
る。

 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格
確認資料の提出期限の日から開札の日までの
期間に、「中日本高速道路株式会社工事・調査
等の資格登録に関する要領」に基づき、「地域
１」において、資格登録停止を受けていない
こと。共同企業体の場合は、各構成員が前述
の期間において資格登録停止を受けていない
こと。
 共同企業体を構成する場合においては、次
に掲げる事項を満たしていること。
 各構成員が当該工事に対する建設業法
（昭和24年法律第100号）の許可業種につ
き、許可を有しての営業年数が５年以上で
あること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると認
められる場合においては、許可を有しての
営業年数が５年未満であってもこれを同等
として取扱うことができるものとする。
 中日本高速道路株式会社が別に定める共
同企業体協定書（甲）による協定書（案）
が提出されていること。
 特定建設工事共同企業体（甲型）で申請
する場合の各構成員の出資比率は、２社で
構成される場合にあっては30％以上、代表
者の出資比率は構成員中最大であること。

 記１に示した工事に係る設計業務等の受注
者又は当該受注者と資本若しくは人事面にお
いて関連がある建設業者でないこと。
 警察当局から、暴力団員等が実質的に経営
を支配する建設業者またはこれに準ずるもの
として、公共工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

 会社更生法に基づき更生手続き開始の申し
立てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申し立てがなされている者
（記２の再認定を受けた者を除く）でない
こと。又は、この条件を満たす２者で構成さ
れた特定建設工事共同企業体。
 施工実績 平成17年度以降に元請けとして
しゅん功（完了）認定された次の工事の施工
実績を有すること。なお、提出できる施工実
績は１件とする。（特定建設工事共同企業体及
び経常建設共同企業体の構成員としての施工
実績は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。乙型の共同企業体としての実績は、協
定書の分担工事の実績のみ同種工事の実績と
して認める。この場合、協定書の写しを技術
評価資料に併せて提出すること。）

 単体又は特定建設工事共同企業体（甲型）
を構成する場合の代表者
求める実績
供用中の道路（国道又は自動車専用道路）
において、設計舗装補修面積（表層）７万
以上のアスファルト舗装工事
 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合の代表者以外
求める実績
供用中の道路（国道又は自動車専用道路）
において、設計舗装補修面積（表層）３万
以上のアスファルト舗装工事
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